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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，近時の最高裁判例における処分性の拡大傾向が，行政法学の理論体系にい
かなる影響をもたらしているかを検討をすることであった。これに従い，紛争の成熟性・行為形式論・違法性の承継の
各論点について順次検討を加え，比較法研究の成果をも踏まえて，結論を得ることができた。それは，行政処分による
法律関係の実体法的規律のあり方に応じて，それを争う訴訟形態が定まるというものであって，本研究においては特許
法に即してこれを実証し，行政処分の法的効果の逆作用としての取消判決の形成力とその手続法的な通用力との区別を
主張するとともに，処分性概念を争訟法上のものに純化させる方途を探った。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to examine the theoretical impacts on the system of Japanese 
administrative law of the jurisprudence of the Supreme Court that has extended the justiciability of 
different categories of administrative actions that had not been recognized to be attackable before 
courts. I adopted a comparative approach by scrutinizing French and European law on one hand, and made a 
detailed analysis of the Japanese positive law including patent law and administrative litigation law on 
the other.

研究分野：行政法
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１．研究開始当初の背景 
本研究を構想した当時，最高裁判所は，従
来抗告訴訟の対象とは認められにくかった
行政活動の形式について，抗告訴訟の対象と
なる行政処分に当たるとする判断（処分性を
肯定する判断）を相次いで示していた。こう
した判例の展開は，行政法理論にとっていく
つもの無視しえないインパクトをもたらし
ていたが，こうしたインパクトは必ずしも十
分に解明されているとはいえなかった。 

 
２．研究の目的 
本研究は，以上のような処分性拡大論の理
論的意義を明らかにすることを目的として
いた。具体的には，①紛争の成熟性の観点の
導入による処分性の判定基準の再定位，②争
訟法上の処分概念の流動化に伴う実体法上
の行為形式（論）の相対化，③処分性の拡大
による権利保護と法的安定性の相克を調整
するための概念としての違法性の承継の三
つの論点につき，行政過程と行政訴訟の連
携・役割分担の観点から検討を加えた。 

 
３．研究の方法 
本研究は法解釈論の研究であり，裁判例お
よび学説の調査・整理・検討が主たる方法で
あった。ただし，処分性論については，わが
国における解釈論が相当程度動揺している
ことにかんがみ，比較法的知見を補助線とし
て活用した。すなわち，研究代表者がそれま
でに研究の実績を有していたフランス法の
成果を応用することを試みたが，その過程で，
ヨーロッパ法（EU 法およびヨーロッパ人権
法）ならびにグローバル法にも研究の射程が
拡がったのは思わぬ収穫であった。また，研
究開始時点では必ずしも意識していなかっ
たが，処分性および行為形式論の研究をする
うえではいわゆる行政法各論（参照領域）に
おける法的仕組みを素材として分析を行う
ことが，議論の散漫化を防ぐうえできわめて
有益であることに気づき，主として都市法お
よび知的財産法（特許法）を対象とする考察
を行った。 
 
４．研究成果 
（1）本研究の結論を一言でいえば，行政
処分による法律関係の実体法的規律のあり
方に応じて，それを争う訴訟形態が定まると
いうものであって，本研究においては特許法
に即してこれを実証し，行政処分の法的効果
の逆作用としての取消判決の形成力とその
手続法的な通用力との区別を主張するとと
もに，処分性概念を争訟法上のものに純化さ
せる方途を探った。以下，各年度ごとに得ら
れた成果を敷衍する。 
（2）平成 23年度は，①特定の法的仕組み
において用いられる複数の行政の行為相互
に関する研究と，②行政訴訟（抗告訴訟）の
対象としての行政処分性の概念に関する研
究の二つを中心に研究を遂行した。 

①に関しては，特許法に素材を求め，特許
権を発生させる行政作用において，特許査定
と特許権設定登録という二つの行為が組み
合わされて用いられていることに着目し，そ
の二つの行為が特許権を発生させる法的仕
組みにおいてどのような意味を持たされて
おり，どのような効果・効力を生じるかを厳
密に分析した。 
②に関しては，相対的行政処分概念と呼ば
れる学説の問題提起を素材に，当該学説が訴
訟対象としての処分性概念を実体法上の行
為形式概念から切り離す志向を持っており，
抗告訴訟における第三者の原告適格論にお
いて指摘された事実的侵害の概念と親和性
を持っていいることを明らかにした。 
こうした研究を通じて，行政実体法上の法
的仕組みにおいて用いられるそれぞれの行
為の持つ意味およびその効力・効果を，行政
法総論の一般的概念との整合性に留意しつ
つ分析することと，そうした行為およびそれ
が規律する法律関係をどのような訴訟方法
で争うことができるかという訴訟法上の考
察とを並行して行うことの必要性が認識さ
れた。 
（3）平成 24年度は，①行政訴訟（とりわ
け取消訴訟）の判決の効力の主観的範囲に関
する研究と，②行政訴訟の制度的基盤に関す
る研究を中心に遂行された。 
①は，研究代表者自身の判決効研究のうち
これまで手つかずでいた主観的範囲の研究
に初めて取り組み，民事訴訟における形成判
決の効力論を参考にしつつ，行政処分の実体
法的効果との関連で，行政事件訴訟法 32 条
に規定するいわゆる第三者効の意義を解明
することができた。特に，行政法学の通説は
行政事件訴訟法 32 条の第三者効を形成力の
拡張と解しているのに対し，本研究ではこれ
を既判力の拡張と理解する新たな（といって
も学説史的には古くから根強い支持がある）
見解を提唱した。なお，このテーマについて
は，これまでに雑誌論文および図書の分担執
筆を公表したが，研究代表者の基本的な見解
をまとめた論文を平成 24 年度中に脱稿した
ものの，他の執筆者の都合で，平成 27 年 5
月現在いまだに公刊に至っていない。 
②については，フランスの行政裁判所にお
ける論告担当官という特異な制度の成り立
ちや存在意義を，他の類似の制度との比較に
より明らかにし，さらにヨーロッパ人権裁判
所の判例の展開を追跡して，“公正な裁判を
受ける権利”が超国家的法秩序において保障
されることの意味を追究した。行政活動の国
際化がますます進展する中で，人権保障や法
の支配などの普遍的価値が超国家的法秩序
においてどのような役割を果たしうるかと
いう，新たな研究課題を展望することができ
た。 
（4）平成 25年度は，従前の研究を大きく
発展させ，①英語により成果を発表するとと
もに，②行政活動の国際化・グローバル化に



対応する理論枠組みの模索を開始し，その橋
頭保となるべき論文を執筆した。これにより，
本研究課題が対象とする手続法・訴訟法の領
域も，国際的なハーモナイゼーションの圧力
から無縁でいられないことが判明し，日本の
行政法に特有の制度および理論を国際的な
文脈から吟味し直す必要を認識することが
できた。 
また，③取消判決の効力についてこれまで
の研究成果を総括する原稿の執筆の機会を
得るとともに，④その過程で従来取消判決の
効力に関連して説明されることの多かった
不整合処分の取消義務や原状回復義務など
についても考察を進め，これまで自分の中で
確定した見解に至らなかった取消判決の拘
束力の性質についても，一定の結論を得るこ
とができた。すなわち，行政庁は取消判決の
中で拘束力を生じた裁判所の認定判断を前
提として新たな認定判断を行わなければな
らい義務を負うというのが行政事件訴訟法
33 条の趣旨であり，その正当化は，取消訴訟
においては，取消判決を受けて行政庁が事案
に関する判断をやり直すということが制度
上予定されているため，上訴制度の趣旨と同
じように，裁判所がいったん判断を示した争
点についてはその判断を最終のものとして，
それ以後当該事案に携わる裁判所と行政庁
に対して蒸し返しを封ずることが制度の趣
旨に照らして合理的だからという点に求め
られることを明らかにした。 
（5）本研究は，当初，平成 26 年度までの
予定でスタートしたが，平成 25 年度の研究
において（4）②のような認識が得られ，当
初の研究計画を進めるに当たって，日本の行
政法に特有の制度および理論を国際的な文
脈から吟味し直す必要が生じた。具体的には，
行政処分の公定力はTRIPS協定による知的財
産権侵害物品の水際取締りの要請とどのよ
うに両立しうるか，一国の行政訴訟制度の特
殊性は，国際人権としての公正な裁判を受け
る権利の前にどの程度変容を余儀なくされ
るか，といった問題に関してである。そこで，
研究計画を再構築して，研究計画最終年度の
前年度の応募を行い，平成 26 年度に新たに
基盤研究（C）「超国家法秩序における行政法
の存立基盤：グローバル行政法を見据えて」
（課題番号 26380035）が採択され，平成 29
年度までの予定で研究を行っている。 
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